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【事実の概要】

本判決によれば, 以下のような事実が認められる｡ なお, 報道によれ

ば, 本件における一連の行為は, 国際的な人身売買組織によるものであ

り, 中国マカオのブローカーから指示を受けたＰが被告人Ｘ, Ａ及びＢ

とともに行動していたとみられる
(１)

｡

中国・マカオのブローカーは, Ｖ (当時��歳) 及びＷ (当時��歳)

(以下, Ｖ及びＷを合わせて ｢被害者ら｣ という) に対して, 日本のカ

ラオケ店で客に酒を提供する仕事を紹介し, 渡航費用が被害者らの負担

となることについても説明をした｡ 被害者らは来日を決意したが, この

うち, 売春行為に従事する可能性があることを認識していたのはＷのみ

であった｡ なお, 受入れ先とされていた飲食店では, 当初より被害者ら
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を雇用する予定はなく, 同店の経営者Ｂはその旨をマカオの組織に伝え

たものの, 被害者らの来日が決定した｡ その後, 被害者らは, 渡航費用

をブローカーに立て替えてもらい, 特段ブローカーらから動静を監視さ

れることなく, ����年８月��日に来日した｡

被害者らは, 雇用先が未定であって, 地理に不案内であり, 日本語能

力に乏しく, さらに所持金もわずかであった｡ Ｂの友人であるＰは, こ

のような事情を知っていた上で, Ａに被害者らの送迎を依頼し, 両者に

て, Ａの父の運転する車で被害者らを成田国際空港に迎えに行き, 同市

内においてＢ名義で借りられていて当時空き家であったＡの管理下にあ

る借家 (以下, ｢本件借家｣ という) に被害者らを連れて行った｡ Ｘは

Ｐとともに本件借家を訪問した際, 被害者らから, マカオのブローカー

に���万円の借金がある (Ｖには		万
���円, Ｗには	�万
���円の借金

があった) ことや雇用先が未定であること等を聞いた｡ そこで, ＸとＰ

は, スナックＳの経営者であるＱに被害者らを雇用するよう依頼した｡

その際Ｑに提示した条件は, 債務総額���万円に２人分で��万円の手数

料を加えた�
�万円をＸに支払うというものであった｡ その後, Ｘは,

本件借家に被害者らを宿泊させることとし, 同借家にいたＡに被害者ら

を預けて帰宅した｡

Ａは被害者らを本件借家の２階に寝かせ, 自分はゴルフクラブ１本を

持ち込んで１階で寝た｡ その際, 被害者らは, 自由に飲食しＡと日常会

話もした上, Ａから国際電話のプリペイドカードをもらい, 自由に本国

に国際電話をかけていた｡ また, Ａは, 被害者らに物理的又は心理的な

圧力を加えるような言動に及ばなかった上, 被害者らのパスポートを取

り上げるようなこともなかった｡

翌日の午後３時半頃, Ａは, 被害者らを連れてくるようＰから電話を

受け, 被害者らを車で集合場所に連れて行き, 午後６時半頃にＸと合流

し, 被害者らの身柄を引き渡して立ち去った｡ Ｘは, 午後８時すぎに車

でＱの所に行き, 被害者らがスナックＳで売春行為に従事させられるこ
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とを認識しながら, その身柄をＱに引き渡して, その後, 複数回に分け

Ｑから総額���万円を受け取った｡ なお, 被害者らはＱに身柄を引き渡

されるまでの間, Ｘらから心理的な圧迫感等を感じてはいなかった｡

被害者らは, Ｑにパスポートを預け, スナックＳで働く他の女性らと

一緒にＱの家に住み込み, スナックＳに来た客を相手に, Ｑが逮捕され

る
(２)

までの約��日間で, 各６回又は��回程度の売春をした
(３)

｡

以上のような事実をもとに, Ａ及びＸは, その行為が人身売買 (売渡

し) 罪 (刑法���条の２第４項) にあたるとして起訴された｡ 原判決
(４)

は,

Ａについては, Ｘらと共謀の上, 被害者らを本件借家に宿泊させ逃亡防

止のために見張りをしていたことや, 被害者らの稼働場所が見付かるこ

とにＡが利害関係を感じていたことを総合すると, 被害者らの身柄をＸ

に引き渡すまでのＡによる一連の行為は, 被害者らを稼働先に引き渡す

までの身柄の保全行為であり, 被害者らを自己の不法な支配の下に置い

ていたことは明らかであるとした｡ その上で, Ｘについても, 被害者ら

に雇用先として売春スナックを紹介した後, 被害者らを本件借家に宿泊

させ監視した後で, 被害者らが売春行為に従事させられることを認識し

ながら, ���万円を対価として支払う条件でＱにその身柄を引き渡した

行為につき, Ａらと共謀の上, 被害者らを自己の不法な支配の下に置い

ていたことは明らかであるとし, 両者に関し人身売買罪の成立を肯定し

た｡

これに対し, Ｘの弁護人は, 不法な支配の有無を判断するには, ｢場

所的移動の有無やその程度, 自由拘束の程度やその時間の長短, 対象者
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(２) 被害者が母親にメールで助けを求めたことにより本件が発覚したようで
ある (毎日新聞����年��月��日朝刊�
面)｡

(３) 本件の事実認定からは, Ｑが被害者らの身柄の引渡しを受けたのち, 被
害者らをどのように扱ったかという点の多くは不明である｡ また, Ｑによ
る一連の行為がいかなる罪に問われたかも明らかではない｡ なお, この点
に関しては後掲注 (��) 参照｡

(４) 千葉地判平成��・�・��(公刊物未登載)｡



の年齢, 犯行場所の情況, 犯行の手段・方法等あらゆる要素を総合考慮｣

する必要があるとし, こうした点について審理を尽くすことなく不法な

支配の確立を認定した原判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな事

実の誤認があると主張して控訴した
(５)

｡

【判旨】

破棄自判, 無罪 [確定]

(�) 人身売買罪にいう ｢人を売り渡した｣ (刑法���条の２第４項) と

は, 対価を得て現実に人身に対する不法な ｢支配｣ を買受人に引き渡す

ことをいうのであるから, まずもって, 被害者を売り渡す側において,

被害者を自己の支配下に置くことが必要である｡ そして, 被害者を自己

の支配下に置いたといえるためには, 必ずしも被害者の自由を完全に拘

束することまでは必要ないものの, 被害者に対し物理的又は心理的な影

響を及ぼし, その意思を左右できる状態に被害者を置き, 自己の影響下

から離脱することを困難にさせることを要するところ, その ｢支配｣ の

有無については, 弁護人の所論指摘の諸要素を総合考慮して決定される

べきものと解される｡

(�) Ａの一連の行為が, 被害者らの心理にどのような影響を与えてい

たかを具体的にみてみると, (中略) 同人において, そのゴルフクラブ

をことさら被害者らに示したことはなかったばかりか, Ａがゴルフクラ

ブを本件借家に持ち込んでいることを被害者らが認識していたと認める

に足りる証拠もないのであるから, Ａが, このゴルフクラブで, 逃げた

りしないように被害者らを威圧し, あるいは, 威圧しようとしたとまで

認めることはできない｡ (中略) 被害者らは, 同人から国際電話のプリ

ペイドカードを分けてもらい, 自由に本国に国際電話をかけたりするな

ど, かなり気ままに振る舞っていたほか, (中略) 和気あいあいと会話
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(５) Ａについては, Ｘとともに原審で有罪判決を受けた後, 控訴がなされな
かったため, その判決が確定している (高検速報 (平��年) ��頁, ��頁)｡



をしていたこともうかがわれるのであり (中略), その間, 同人が, 被

害者らのパスポートや携帯電話等の所持品を取り上げたり, 被害者らに

対し, Ａの下を勝手に離脱させないために, 物理的又は心理的な圧力を

加えるような言動に及んだといった状況も, 格別見当たらない｡ 被害者

らも, 被告人やＡと一緒にいた間に, 被告人らに対し, 畏怖の念を抱い

たり, 心理的な圧迫感を感じるなどして, その影響下から離脱すること

ができなかったということをうかがわせる趣旨の供述は, 一切していな

いのであるから, 被告人らがそうした言動に及んだと認めることは困難

であるというほかはない｡

(�) 被告人やＡらが, (中略) 被害者らを自動車に乗せたり, 本件借家

に泊めたりしたことや, Ｑに被害者らを引き渡し, Ｑから���万円を受

け取ったことは認められるものの, その間, 被告人らが, 被害者らに対

し物理的又は心理的な影響を及ぼし, その意思を左右できる状態に被害

者らを置き, 自己の影響下から離脱することを困難にさせて, 被害者ら

を支配下に置いたと認定するに当たっては, これを基礎付ける事情に乏

しいだけでなく, かえって, これに疑いを抱かせる諸事情すら存すると

いわざるを得ないのである (さらに, 被告人やＡが, 被害者らに対し,

あえて, 自己の影響下から離脱することを困難にさせて, 自己の支配下

に置くための言動に及ぶような場合には, それに見合った動機があるの

が通常であると考えられるところ, 関係証拠を精査しても, 被告人らが,

本件に加担したことにより報酬等の利益を得た形跡はなく, その他, 被

告人らにつき, そうした言動に及ばなければならないような, 納得し得

る動機を認めることは困難である ということも, 付加して指摘するこ

とができる｡)｡

(�) 被害者らが, 被告人らから, 上記の借金を負っていることに関連

付けて, 同店で売春をすることを強いるような言動に及ばれるなどして,

心理的な圧力を加えられたというような状況はうかがえないのであるか

ら, たとえ被告人が, 被害者らが同店で売春をすることになる旨を認識
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しながら, 被害者らをＱに引き渡したとしても, 被告人らの被害者らに

対する ｢支配｣ の有無に関する判断が左右されるものではない｡

(�) 被害者らが, (中略) 日本においては, 被告人らを頼らざるを得な

い状況にあったことは, 検察官の所論指摘のとおりであるが, 被害者ら

がそうした状況にあり, かつ, 被告人らがそのことを認識していたから

といって, 直ちに, 被害者らが被告人らの下を離脱することができなかっ

たと認められるものではなく, まして, 被害者らの身柄の移転があった

と認定できる場合には, 原則として, 被害者らに対する ｢支配｣ があっ

たと認められるものでもなく, 要するに, ｢支配｣ の有無を判断するに

当たっては, 被告人らが行った行為や被害者らの心理状態等について具

体的に検討する必要があるというべきであり, したがって, 検察官の所

論は, 採用することができない｡

(�) 被告人らが被害者らを自己の支配下に置いたと認めることに疑い

を抱かせる諸事情すら存するのであるから, そうした疑いが解消されな

い限り, 被告人らが, 被害者らに対し物理的又は心理的な影響を及ぼし,

その意思を左右できる状態に被害者らを置き, 自己の影響下から離脱す

ることを困難にしたものと, 合理的な疑いを超えて認定することはでき

ないというべきである｡

【評釈】

一

本件は, ����年に新設された人身売買 (売渡し) 罪 (刑法���条の２

第４項) における ｢人を売り渡した｣ の意義に関連して, 被害者に対す

る事前の ｢不法な支配｣ が要件となることを前提として
(６)

, その有無が初
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(６) 立案担当者の解説によれば, 人身売買罪の成立要件には, 不法な支配の
設定, 対象者の身柄の移転, 買受人と売渡人の間に対価の授受が認められ
ることが含まれるとされている (久木元伸ほか ｢『刑法等の一部を改正す
る法律』 について｣ 曹時��巻 (����年) ��号��頁, 	
頁)｡ 同じ立場に立



めて正面から争われた事例である｡ 本罪に関する先例としては, 前橋地

裁平成��年８月��日判決 (公刊物未登載) がすでに紹介されているが
(７)

,

そこでの主な争点は共同正犯の成否にあった
(８)

｡ これに対して, 本件では,

被害者への一定程度の自由拘束に加え, 身柄の移転があったとされたに

もかかわらず, 不法な支配の確立を否定し, その有無の判断にはあらゆ

る要素を総合考慮する必要があると判示されている｡
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つ学説として, たとえば, 川端博 『刑法各論講義』 (成文堂, 第２版, ����
年) ���頁, 高橋則夫 『刑法各論』 (成文堂, ����年) ���頁, 須之内克彦
『刑法概説各論』 (成文堂, ����年) �
���頁, 西田典之 『刑法各論』 (弘文
堂, 第６版, ����年) �����頁, 大野真義ほか 『刑法各論』 (世界思想社,
����年) 	��	�頁, 前田雅英 『刑法各論講義』 (東京大学出版会, 第６版,
����年) ������	頁, 井田良 『講義刑法学・各論』 (有斐閣, ���
年) ��


頁, 大谷実 『刑法講義各論』 (成文堂, 新版第５版, ����年) �����頁など
参照｡ なお, 関連する犯罪類型である旧・国外移送目的人身売買罪 (����
年改正以前の刑法��
条２項｡ 以下, 注においては ｢旧人身売買罪｣ とい
う) の成立要件についても同様に解するものとして, たとえば, 団藤重光
編 『注釈刑法 (�) 各則 (�)』 (有斐閣, �	
�年) ���頁 [香川達夫], 内田
文昭 『刑法各論』 (青林書院, 第２版, �	��年) �������頁など参照｡

(７) 國井大祐 ｢判批｣ 捜査研究�
巻７号 (����年) ��頁, 宮地佐都季 ｢判批｣
研修���号 (����年) ��頁｡ この裁判例は, 被告人の内縁の妻が売春宿の
経営者に被害者を売り渡そうとすることを知りながら, 被告人の車で被害
者を自宅に連れ帰った行為や車内での被害者の引渡し行為が人身売買罪の
正犯になるかが争われた事案であった｡ それによれば, ①被告人は以前か
ら内縁の妻の行う人身売買に関係しており, 今回も内縁の妻が被害者らを
売買することを認識できたこと, ②被告人の行為は人身売買を成立させる
上で重要な行為であること, ③被告人は内縁の妻の行為に加担することで,
同一生計である内縁の妻に違法な報酬を得させること及び内縁の妻との関
係を継続できるという利益を得ていたことから, 被告人に対して人身売買
罪の共謀共同正犯が成立するものとされた｡

(８) 旧人身売買罪についての裁判例も存在してはいるものの, そこでの主な
争点は, 実行の着手の時期や, 同罪が旧・国外移送目的略取罪 (����年改
正以前の刑法��
条１項, 現・所在国外移送目的略取罪��
条の２第５項)
と競合した場合のその成否についてであった (大判大正６・�・��評論６
刑法��
頁, 大判昭��･３･５刑集�
巻���頁)｡



二

(�) 本判決は, 不法な支配の確立に必要な自由拘束の程度に関して,

｢必ずしも被害者の自由を完全に拘束することまでは必要ないものの,

被害者に対し物理的又は心理的な影響を及ぼし, その意思を左右できる

状態に被害者を置き, 自己の影響下から離脱することを困難にさせ｣ る

ことを要すると判示しており, 高度な自由拘束までは要求していない｡

検察官も被害者が脆弱な立場に置かれればその行動の自由は制限される

ことになるから, 自由拘束の程度が高度でない場合又は物理的・心理的

影響を及ぼす行為が比較的弱い場合でも不法な支配が確立するとし, 具

体的考慮事情として, 被害者らが年少であること, 地理に不案内である

こと, 日本語能力に乏しいこと, 所持金がわずかであること等を挙げた｡

この点につき, 学説においても, 高度な自由拘束は必要なく, 具体的に

は ｢自己の影響下から離脱することを困難にさせる｣ 程度であれば良い

とされている
(９)

｡ これについては, 本罪の趣旨が金銭の授受等を用いて人

に対する不法な支配を獲得しこれを移転させる行為の処罰であること
(��)

及

び本罪の保護法益が自由であること
(��)

と関係していると思われる｡ すなわ
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(９) 高橋・前掲注 (�) ���頁, ���頁, 前田・前掲注 (�) ��頁, 大谷・前掲
注 (�) ��頁｡

(��) 久木元ほか・前掲注 (�) ��頁, ｢法制審議会刑事法 (人身の自由を侵害
する犯罪関係) 部会第１回会議議事録｣ (����年��月４日) �		
���


�

��������
����	��	��������������(����年９月��日最終閲覧)｡
(��) 人身売買罪の保護法益を被害者の自由及び人格の尊厳もしくは人間の尊
厳とするものとして, 川端・前掲注 (�) �������頁, 須之内・前掲注 (�)
��頁, 大野ほか・前掲注 (�) ��頁｡ また, 旧人身売買罪の保護法益につ
き, 拐取罪と関連付けて, 人の自由とする見解や人の自由及びその安全と
するものとして, たとえば, 団藤編・前掲注 (�) �������頁 [香川], 内
田・前掲注 (�) �������頁, 植松正 『刑法概論Ⅱ各論』 (勁草書房, 再訂
版, ����年) ���頁, 平川宗信 『刑法各論』 (有斐閣, ����年) �������頁,
大塚仁ほか編 『大コンメンタール刑法第��巻第���条－第���条』 (青林書
院, 第二版, ����年) �������頁 [山室恵], 大塚仁 『刑法概説 (各論)』
(有斐閣, 第３版補訂版, ����年) �����頁｡ なお, 旧人身売買罪には風俗



ち, こうした方法・態様により人の身柄を獲得しようとする場合, 対象

者からより多くの収益を確保しようとする動機が働くため, 買受け行為

時点での自由侵害の程度が低くてもその者の自由が将来的に強く拘束さ

れる恐れがあり, 被害者の法益がさらに侵害される危険性が大きい｡ こ

うした将来的に高度な自由の侵害がなされる恐れがあるため, 買受け行

為時点での自由侵害の程度が低くても不法な支配の確立が認められるべ

きである
(��)

｡ また, 人身売買の手段に拐取が用いられることも多いが, 成

人に対する拐取罪でも, 被略取者に対する暴行・脅迫等は, 必ずしも自

由を完全に拘束する程度である必要はなく, 具体的には ｢自己の影響下

から離脱することを困難にさせる｣ 程度であるとするのが判例の立場で

ある
(��)

｡ すなわち, この種の罪の保護法益である自由
(��)

の拘束の基準につい

ては, 判例においては基本的にそのような程度のもので足りるとされて

きたのであり, 本判決も, そのような従来の判例の考え方に沿って同様

中京法学��巻３・４号 (����年) ���(���)

犯的側面もあるとするものとして, 荒川正三郎 ｢略取及び誘拐の罪｣ 滝川
幸辰編 『刑事法講座第７巻・補巻』 (有斐閣, ���	年) �
����
��頁参照｡

(��) 久木元ほか・前掲注 (
) ��頁, 高橋・前掲注 (
) ���頁, 井田・前掲
注 (
) ��
頁, 大谷・前掲注 (
) 	�頁｡

(��) 営利目的拐取罪に関する事例として, ��歳の女性を売春宿に売り渡して
利益を得ようと企て同女を自宅に１泊させた行為が ｢自己の影響下から離
脱することを困難にさせる｣ 程度の自由拘束であるとされ, 実力的支配の
存在が認められたものとして, 東京高判昭和��･８･��東高刑時報７巻８号
���頁参照｡

(��) 拐取罪の保護法益をめぐっては, 被略取者の身体の自由, 監護権, 人的
保護関係, 被略取者の自由および身体の安全などの見解が対立しているも
のの, 保護法益に自由が含まれることについて争いはないと思われる｡ こ
の点に関しては, 高橋・前掲注 (
) ���頁, ���頁, 前田・前掲注 (
) ���
頁, 大谷・前掲注 (
) 
�頁, 平川・前掲注 (��) �	�頁, 香川達夫 『刑法
講義各論』 (成文堂, ����年) ���頁, 吉田敏雄 ｢行動の自由の保護｣ 阿部
純二ほか編 『刑法基本講座第６巻各論の諸問題』 (法学書院, ����年) 		

頁, 名和鐵郎 ｢判批｣ 西田典之＝山口厚＝佐伯仁志編 『刑法判例百選Ⅱ』
(有斐閣, 第５版, ����年) �����頁, 山中敬一 『刑法各論 (�)』 (成文堂,
����年) ���頁参照｡



の基準を採用したものといえる｡

(�) 支配の有無の判断方法につき, 控訴審の検察官は, 身柄の引渡し

があったもしくは被害者が地理に不案内である等の脆弱な立場ゆえ行動

の自由が制限された状態にあったと認定できる場合, 特段の事情がなけ

れば不法な支配が確立すると主張した｡ これに対して, 本判決は, その

ように限定された事実に着目して不法な支配の有無を判断するのではな

く, ｢場所的移動の有無やその程度, 自由拘束の程度やその時間の長短,

対象者の年齢, 犯行場所の情況, 犯行の手段・方法等｣ の ｢諸要素｣ を

総合考慮すべきとの弁護人の主張を採用しており, これは, ����年の人

身売買罪新設時の立案担当者の説明
(��)

に沿うものである｡ 学説でも, 自由

拘束の程度, 対象者の年齢, 犯行場所等の諸要素を総合考慮し, 不法な

支配の確立について判断するものと解されている
(��)

｡

人身売買がより複雑化・巧妙化した手段・方法でなされる状況を踏ま

えれば, 不法な支配の成否に関する判断基準も, それに対応しうるもの

でなければならない｡ この点につき, 奴隷売買の処罰を目的としていた

旧・国外移送目的人身売買罪 (����年改正以前の刑法���条２項) では,

売渡人が被害者の自由を完全に抑圧するようなケース
(��)

が想定されていた

と思われ, 身柄の移転の有無から犯罪の成否を判断することが可能であっ

た｡ それゆえ, 学説でも不法な支配の意義について詳細に検討されるこ

とはなく
(��)

, 既遂時期との関係で, 不法な支配が移転した時に既遂に達す

人身売買罪につき, 被害者に対する ｢支配｣ の有無が争われた事例
(森山)

���(���)

(��) 久木元ほか・前掲注 (�) 	
頁｡
(��) 高橋・前掲注 (�) ���頁, 西田・前掲注 (�) �	���頁, 前田・前掲注
(�) ������
頁, 大谷・前掲注 (�) ����	頁｡

(��) 団藤編・前掲注 (�) ���頁 [香川], 木宮高彦 『特別刑法詳解第２巻売
春・人身売買』 (日本評論新社, �
��年) ��
頁｡

(��) たとえば, 団藤編・前掲注 (�) �������頁 [香川], 荒川・前掲注 (��)
��	�頁, 大塚編・前掲注 (��) 	���	��頁 [山室], 大塚・前掲注 (��) 
�

頁, 香川・前掲注 (�	) ���頁, 牧野英一 『刑法各論下巻』 (有斐閣, �
��

年) 	���	�
頁, 団藤重光 『刑法綱要各論』 (創文社, 第３版, �

�年) 	��
頁, 柏木千秋 『刑法各論』 (有斐閣, �
��年) ���頁｡



るとの言及にとどまっていた
(��)

｡ しかしながら, 近年問題となっている人

身売買では, ブローカーらが被害者に対して労働契約を締結するように

みせかけて, 欺罔行為を用い人身売買の被害者であることを本人に自覚

させず不法に支配することも多く
(��)

, 身柄の移転の有無を判断基準として,

支配性を判断することが難しい｡ かといって, 身柄の移転の代わりに報

酬の授受や対象者の脆弱性に重点を置いた判断基準を立てると, 金銭の

授受を伴いつつ日本に不慣れな外国人を国内に受け入れるようなケース
(��)

が広く人身売買罪を構成することにもなりかねない｡ 例えば, 外国人技

能実習制度の場合, 技能実習生の受入れを希望する企業は, 外国の送り

出し機関に対して金銭を支払い技能実習生を日本に派遣させた後, 技能

実習生に住居や仕事を提供する｡ 地理に不案内である等の脆弱性ゆえに

技能実習生は受入れ企業に頼る必要があったとの事情から, 不法な支配

が確立していたと判断される恐れもある
(��)

｡ こうしたケースにつき的確に

支配性の有無を判断するには, 本判決が挙げる上記 ｢諸要素｣ を具体的

に総合考慮し対象者の意思を拘束したといえるかを問題にする必要があ

るといえよう
(��)

｡

中京法学��巻３・４号 (����年) ���(���)

(��) 大塚編・前掲注 (��) ���頁 [山室]｡
(��) 日本女性差別撤廃条約�	
ネットワーク (����) ｢定期報告書の審
議に関する論点と質問のリスト：日本｣ �	
回答 (日本語仮訳)｣ 国際
女性��巻１号 (����年) ��
頁, ���頁｡

(��) 人身売買に類似する労働形態の例として, プロ野球のドラフトを挙げる
ものとして, 久木元ほか・前掲注 (
) ��頁参照｡ なお, 労働形態以外で,
人身売買と類似するケースに関して, 国際養子縁組や国際結婚を挙げるも
のとして, 高橋･前掲注 (
) ���頁, 久木元ほか･前掲注 (
) �����頁参照｡

(��) もっとも, 企業による外国人技能実習制度の悪用も考えられ, 実際に,
技能実習生に対する長時間労働の強制や賃金の不払い等が問題となってい
る｡ こうした制度の悪用は, 人身売買の一形態であるとの評価を受けてい
る ( ｢第���回国会法務委員会第��号議事録｣ (����年５月��日) �����
���������������������� !"#�$��������������������
������������%

(����年１月��日最終閲覧))｡
(��) 大谷・前掲注 (
) &'頁｡



(�) 不法な支配の有無についての具体的な判断につき, 本判決は, 既

述のとおり, 場所的移動の有無やその程度, 自由拘束の程度やその時間

の長短, 対象者の年齢, 犯行場所の情況, 犯行の手段・方法等を挙げて

いる｡ これらの諸要素に従って認定事実を整理すると, 支配性を肯定す

る方向に作用しうる事情として, ①被害者らは空港から本件借家に移動

した後, Ｘらの運転する自動車でＱのもとへと連れて行かれたこと, ②

Ｘらが本件借家に被害者らを宿泊させた後, Ａが被害者らを預かりゴル

フクラブを持ち込みその動静監視をしていたこと, ③被害者らは年少で

ある上, 初来日のため地理に不案内であり, 日本語を話すこともできな

い等の脆弱な立場にあったこと, ④被害者らは来日直後からＱに身柄を

引き渡されるまでの２日間のほとんどの時間をＡ及びＸらと過ごしてお

り, 被害者らのみで行動することはなかったこと, ⑤マカオのブローカー

から日本への渡航費用をはるかに上回る金額の借金を背負わされていた

こと等の事実がある｡

他方, 支配性を否定する方向に作用しうる事情として, ⑥被告人らは

被害者らのパスポート等の所持品を取り上げなかったこと, ⑦被告人ら

は被害者らが逃げ出さないようにするために物理的又は心理的な圧力を

加えるような言動をしていなかったこと, ⑧被害者らは本件借家におい

て外部と連絡をとるなど自由に行動していたこと等の事実が存在する｡

まず, 被害者らがマカオにいる間にブローカーらの支配下にあったの

かという点について, 控訴審の検察官は, ⑤の事実により, ブローカー

が被害者らに対して借金返済のために売春行為への従事を強いており,

その自由を奪っていたと主張した｡ これに対して, 本判決は, 被害者ら

がブローカーから日本で働くよう強制された状況をうかがわせる供述を

していない点を重視し, ｢ブローカーから, そのことを口実に上記のよ

うな心理的な圧力を加えられていたものと認めることは困難である｣ と

判示し, 不法な支配の確立を否定した｡

次に, Ａ及びＸによる不法な支配が確立していたかについて, 原判決

人身売買罪につき, 被害者に対する ｢支配｣ の有無が争われた事例
(森山)
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は, Ａにつき, ②の要素に加え, Ａが ｢被害者らの稼働場所が見付かる

ことに利害関係を感じていた｣ 点から, 被害者らを ｢空港に迎えに行き,

本件借家に宿泊させた後, 被告人に引き渡すまでの一連の行為｣ を身柄

の保全行為と評価し, 不法な支配の確立を認めた｡ Ｘに対しては, ②,

④の要素から, 不法な支配の確立を認めた｡ また, 控訴審の検察官は,

被害者らがその脆弱性ゆえ被告人らに頼らざるを得ない状況であったこ

とに加え, ｢日本で売春婦などとして稼働して返済することを強いられ

ることにより, 自由を奪われていた｣ とすれば, ｢被害者らは, 被告人

らにパスポートを取り上げられていなくても, 自由に行動できる状態に

はなく, 被告人らの下を離脱することなどできなかったと考えられ｣,

不法な支配は確立すると主張した｡

これに対して, 本判決は, ｢被告人らが被害者らを自己の支配下に置

いたものと, 合理的な疑いを差し挟む余地なく認定することはできない｣

と判示し, 不法な支配の確立を認めなかった｡ たしかに, 被害者らの身

柄が買受人に引き渡されていたことや, 被告人らによる動静監視があっ

たことを踏まえると, 被害者らの精神的もしくは身体的自由について,

少なからず売渡人らの影響が及んでいたことは否定できず, 被害者らの

行動の自由は一定程度拘束されていたといえよう｡ しかし, 本判決では,

具体的考慮事情として, ⑥～⑧のような支配性の否定につながるものが

挙げられている｡ そして, Ａによるゴルフクラブ所持の事実についても,

被害者らがＡによるその所持を認識していたと認める証拠がないこと等

を理由に, これを利用して被害者らを威圧し, あるいは, 威圧しようと

したとまで認めることはできないとしている｡ 加えて, ③の被害者の脆

弱性についても, 被害者らが被告人らを頼らざるを得ない状況にあった

ことを肯定しつつも, ｢被害者らがそうした状況にあり, かつ, 被告人

らがそのことを認識していたからといって, 直ちに, 被害者らが被告人

らの下を離脱することができなかったと認められるものではな｣ いと判

示した｡ 被害者ら (特にＶ) が売春業に従事する可能性を十分に認識し
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ていなかったとして, この点が犯罪成立にどのような影響が及ぶかにつ

いては, 本判決からは明らかではないものの
(��)

, スナックＳで売春に従事

することにつき, 被害者らがＸらから心理的な圧迫感等を感じていたと

の供述をしていないことから, ｢心理的圧力を加えられたという状況｣

にはなかったと認定している｡

既述のとおり, 複雑化・巧妙化する人身売買について的確に支配性の

有無を判断するには, 本判決の言う ｢諸要素｣ を具体的に総合考慮し対

象者の意思を拘束したといえるかが重要となろう
(��)

｡ そして, 本判決が判

示しているように, 支配性の有無の判断においては, 本件では特に ｢被

告人らが行った行為や被害者らの心理状態等について具体的に検討する

必要がある｣ といえよう｡ たしかに, 本件では, 被害者らの自由が一定

程度奪われていたことは認められるものの, 被害者らが被告人らに対し

て心理的圧迫を感じていないだけでなく自由に行動することが可能な状

況であった点に留意すれば, 被害者らの意思は, 自己の影響下から離脱

することを困難にさせる程度に抑圧されていたとは言い難い｡ それゆえ,

本判決が ｢被告人らが被害者らを自己の支配下に置いたものと, 合理的

な疑いを差し挟む余地なく認定することはできない｣ と判断したことは,

妥当である｡

三

本判決は, 新設された人身売買罪について高裁レベルで初めて不法な

支配の有無について判断したものである｡ 既述のように従来の関連判例,

学説の基本的潮流を継承した上で, 不法な支配の確立には, 被害者の意

人身売買罪につき, 被害者に対する ｢支配｣ の有無が争われた事例
(森山)
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(��) 被害者らが契約時に提示された職種と実際に従事する業種が異なること
を知りつつも被害者らに仕事を斡旋したＸの行為は, 被害者を錯誤に陥ら
せている可能性があるといえるが, 本判決では, このような場合にも意思
の抑圧が認められるかについては, 特に触れられていない｡ なお, 旧人身
売買罪を風俗犯として位置付け, 被害者による同意を違法性阻却事由とし
ないものとして, 荒川・前掲注 (��) ����頁｡

(��) 大谷・前掲注 (�) ��頁｡



思を ｢自己の影響下から離脱することを困難にさせる｣ 程度に拘束して

いたといえることが必要であることを明らかにした点で, その先例的価

値は高いと考えられる｡ ただ, 既にみたように, 複雑化・巧妙化した事

例が増えていることが指摘されており, 本件のように微妙な判断を迫ら

れることは今後も予測される｡ こうしたケースでは, 身柄の移転の有無

から不法な支配の確立を判断することは困難であり, 被害者の意思の抑

圧の程度について, その心理状態を踏まえつつ具体的に検討する必要が

あるといえよう｡

ちなみに, すでに本判決以後に下級審において人身売買罪の不法な支

配の成否が争われた事例
(��)

が報告されており, 注目される｡ この裁判例に

おいては, 本判決と同様に ｢諸要素｣ に照らして被害者の意思の抑圧の

程度を具体的に検討していると解される一方において, 本判決とは結論

を異にし, 被害者が被告人らによる一連の行為によりその支配下にあっ

たとして人身売買罪の成立が肯定されている
(��)

｡ 当該裁判例では, 被害者

中京法学��巻３・４号 (���	年) ���(���)

(��) 東京地判平成��・��・��, 東京地判平成��・��・��, 東京地判平成�
・
�・��(いずれも公刊物未搭載)｡ これらの裁判例は, 内藤惣一郎 ｢判批｣
研修
�
号 (���
年) �����頁において紹介されており, 日本人とフィリピ
ン人の売渡人がフィリピン人女性２名をそれぞれ結婚目的, わいせつ目的
で別々の買受人に売り渡した行為につき, 売渡人らが被害者の自由を完全
に拘束したとはいえない事情のもとで不法な支配の有無が争われた事例で
あったようである｡ なお, 内藤 ｢判批｣ の紹介においては, 相被告人に対
する公判が分離されているものの, 認定事実がほぼ同一であることから,
３件の裁判例を区別せずに一連の事例として論じている｡

(��) 前掲注 (��) の裁判例のうち, 結婚目的での人身売買の事例については,
①被害者の行動は売渡人らの意向に従ったものであり, 売渡人らから１人
での外出を控えるように言われ実際に１人で出歩かなかったこと, ②売渡
人らは警察に被害者らを逮捕させる等の脅迫をし, 被害者の行動を意のま
まにしようとしたこと, ③プリペイド式携帯電話を所持していたものの,
�
��
の利用を許可してもらうかもしくはプリペイド式携帯の残高度数を
増やしてもらわなければ外部と連絡が取れなかったこと, ④被害者は買受
人から家の鍵をもらっていたが１人での外出が禁止されていたことといっ
た事実から, 不法な支配の確立が認められた (内藤・前掲注 (��) ����	



が被告人らの一連の行為により絶望的な気持ちになったなどの結果, そ

の意のままに行動せざるを得ない心理状態にあった点において, 本件と

は事案の内容が大きく異なっており, このことが不法な支配の確立を肯

定する判断につながったものと思われる｡

なお, 本件では, 被害者らに対するＸの行為につき, 人身売買罪の成

立は否定されたが, Ｑによる一連の行為が人身取引議定書
(��)

にいう性的搾

取に当たる可能性
(��)

については, 別問題である｡ そのため, 本判決の結論

により被害者らが医療支援や経済的支援等の種々の支援の対象からただ

ちに除外されるものではないことに留意すべきである
(��)

｡

人身売買罪につき, 被害者に対する ｢支配｣ の有無が争われた事例
(森山)

���(���)

頁)｡ また, わいせつ目的での人身売買の事例については, ①被害者はブ
ローカーから複数人の男性との性行為を強要されていたこと, ②ブローカー
は被害者が逃げ出さないようにパスポートを没収したこと, ③被害者は,
１人で出歩くと警察に逮捕される等の脅しをブローカーから受けたため,
１人で出歩くことが難しかったこと, ④被害者は周りの人と言葉も通じず
地理に不案内であったため絶望的な気持ちでいたこと, といった事実をもっ
て, 不法な支配の確立が認められた (内藤・前掲注 (��) �����頁)｡

(��) 人身取引に関する国際文書で, 正式名称は ｢国際的な組織犯罪の防止に
関する国際連合条約を補足する人 (特に女性及び児童) の取引を防止し,
抑止し及び処罰するための議定書｣ (	
���
����	
����������
������
	������
����
������	�
���������
���� !�"�����#����
������$

���"���������%�����&������#�����������������
�����������

'
����(��#
�"��%�����&�������)�
*�+���������,%*&*�*�*���*)
である｡

(��) Ｑが被害者らに売春を強要しその代金を搾取することを目的として, Ｘ
に金銭を支払い被害者らの身柄を獲得したといえる場合, Ｑによる一連の
行為は, 人身取引議定書にいう ｢他の者を売春させて搾取すること｣ (同
議定書３条ａ項) に該当し, 同議定書で定義された ｢人身取引｣ に該当す
る可能性がある｡

(��) 人身売買罪の成否は人身取引の過程に比重がある刑事的判断であるが,
被害者支援の当否は, 搾取被害に着目する回復支援の問題である｡ なお,
人身取引被害者に対する経済的支援について論じたものとして, 拙稿 ｢人
身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察―性的搾取を受けた
外国人被害者を中心に｣ 中京法学+�巻１号 (����年) ����+�頁参照｡


